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2.1. はじめに 

近年、障害の有無にかかわらず職業を通じた社会参

加と自己実現、そして経済的自立の機会を作り出して

いくという理念が少しずつであるが一般社会に理解さ

れてきている。また、障害者雇用率の達成に関する企業

の社会的責任（Cooperate Social Responsibility: CSR）

や誰もが働きやすい職場作りであるダイバーシティ・

マネージメントといった考え方も広く浸透してきつつ

ある。このような中で、現在、障害者の職業紹介件数及

び就職件数が増加してきている（厚生労働省，2019）。

このように見ると障害者の社会参加や一般就労への移

行に関してスムーズに進んでいるように思われるが、

障害者の職場定着率の低さ、マッチングの失敗等や合

理的配慮の不足による離職等の課題は山積している。 

高瀬・大石・西原ら（2017）の公共職業安定所（ハロ

ーワーク）調査によると、未だに障害者の離職率の高さ

があることが分かる。その離職には職務とのマッチン

グや就業する中での職業上の課題の顕在化があったこ

とが推察される。また、職場適応に向けては障害者本人

の課題改善のみが求められるものではなく、雇用受入

をする職場側の合理的配慮の提供が重要となる。職場

適応に向けては、例えば、「知的障害者の能力や技能に

合わせた業務選択、業務の切り出し」（森・金城・金城

ら，2014）といったように合理的配慮の提供が必要で

あり、この配慮内容の検討のための対応が求められる。

しかし、特に配慮提供に関して、企業、支援者、そして

本人においては、「どのような配慮を提供すればよいか

わからない」などの配慮提供に関する困惑があるよう

である。 

このための支援として、職場適応援助者（ジョブコー

チ）などによる職場を訪問しての定着支援がしばしば

注目される。しかし、むしろ就労アセスメントは、常日

頃の支援と密接に関連するだけでなく、一般企業への

移行の手立てを明確にすることを可能とするため、一

般就労への移行及び職場定着に係る支援を提供する上

での基盤となる。障害者の就労支援の取組みである職

業リハビリテーション（以下、「職リハ」とする）では、

就労アセスメントや職業評価という支援がアセスメン

トとして提供されてきた。Rubin, Roessler & Rumrill

（2016）は、職リハのプロセスは、評価、プランニング、

支援、配置の４つの時期から構成され、この内の評価は、

障害者の①現在及び可能性としての職業的な力や興味

の幅を理解し、②そのような力や興味に見合った可能

性ある仕事について知り、③そのために必要なサービ

スや支援について知ることができるように支援するこ

とが必要と述べている。また、Roessler & Rubin（1992）

は、評価の最終目標はクライエントである障害者と支

援サービスに関する情報を統合し、最も実現可能な職

業的目標を明確化することにあると述べている。この

ように、アセスメントは、現状の把握だけでなく、可能

性の検討と一般就労等への移行に向けた最適なサービ

スの選択につながるものとされていることが分かる。

加えて、Strauser, Chan, Wang et al.（2014）は、職業

評価は障害者のキャリア発達と雇用の促進のための重

要なサービスの一つとして捉え、望ましい成果を達成

するための目標や成果を決めるために行われる必要が

あると述べている。つまり、個別性の高い障害者の個人

目標やその結果の振り返りをする際には、このアセス

メントが不可欠であるということが理解される。 

日本では、就労アセスメントのような職業的アセス

メントの支援として代表的なものとして、障害者の就

労を支える取組みである職リハの専門機関の一つであ

る地域障害者職業センターにおいて実施される「職業

評価」がある。地域障害者職業センターでは、支援対象

障害者の支援に際しては職リハ計画を策定し、職業評

価と呼ばれる職リハ計画の策定のためのアセスメント

の支援を実施している。森（2017）は、この職業評価の

実施において必要となる視点として、①現状だけでな
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く、将来の予測を含めた評価をすること、②個人と環境

の 2 つの視点から可能性を予測すること、③障害者本

人と支援者との協働作業であることを認識すること、

④必要に応じて今後の支援目標や内容を見直すための

再評価を実施することの 4 点を挙げている。このよう

に同様な重要性の認識があることが確認できる。 

就労アセスメントに関しては、このような重要性が

指摘される一方で、障害者の就労支援における実践研

究において明確にアセスメントの実施を記載した文献

数は少ない（塩澤・遠藤・大川ら，2018）。特に、労働

分野（職リハ及び就労支援に関する実践領域）における

研究はほとんど見られない。そのため、就労アセスメン

トの実態について理解することが、今後の障害者の就

労支援における支援強化を考える上で必要であると考

えられる。 

先に述べたように職リハ機関の一つである地域障害

者職業センターにおける就労アセスメントの支援にお

ける位置づけは明確であるのに対して、同じく職リハ

機関の一つである障害者就業・生活支援センター（以下、

「就・生センター」とする）における就労アセスメント

の状況について十分に明らかにされていない。そこで、

予備調査として、就・生センターにおける就労アセスメ

ントの実施実態を明らかにし、その実施促進に向けた

今後の課題について整理する。 

 

2.2. 方法 

 

2.2.1. 調査対象 

 全国の就・生センター、全334所（2019年6月1日

現在）を調査対象機関とした。回答については、担当部

署の組織としての回答を求めた。 

 

2.2.2. 調査方法 

就・生センターに対しWEB調査を実施した。就・生

センター直接又は法人代表のメールアドレスに対して

依頼文を送信した（連絡先が不明のセンターに対して

は依頼文をFAXで送信した）。最終的に計87機関から

の回答を得て、回収率は26.0％であった。 

 

2.3. 結果 

2.3.1 就労アセスメントの実施状況 

就・生センターにおける2018年度の支援対象者の障

害種別について支援頻度の選択で回答を求めた。図2-1

の通り、回答を得た87機関において、知的障害者は「頻

繁に支援する」とすべての機関から回答を得た。他の障

害については、精神障害者及び発達障害者は「頻繁に支

援する」、身体障害及びその他障害（高次脳機能障害、

難病等）は「まれに支援する」が主の回答割合であった。 

 

 

図2-1  障害別の支援実施頻度 
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次に、2018年度に就労アセスメントを実施したと回

答した機関は、回答を得た87機関中44機関で50.6％

の約半数の機関で実施していた。この未実施の理由の

多くは「就労アセスメントの依頼がなかった」と回答し

た。図2-2の通り、就労アセスメントを実施した44機

関における知的障害者に対する実施状況は 93.2％であ

り、他の障害に比べてほとんどの機関で知的障害者に

対するアセスメントの実施をしていた。 

 

  

図2-2  障害別の就労アセスメント実施有無 

 

2.3.2. 代表的アセスメントツールの使用状況 

 全ての回答の協力機関における就労アセスメントの

ための代表的アセスメントツールの使用状況は以下の

通りであった。 

 ウェクスラー式成人知能検査（WAIS）は、図2-3の

ような使用状況であった。多くは、「全く使用せず」

（62.1%）と回答されていた。 

 

 

図2-3 ウェクスラー式成人知能検査（WAIS）の使用状況
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 一般職業適性検査（GATB）は、図2-4のような使用

状況であった。これも多くは、「全く使用せず」（63.8%）

と回答されていた。 

 

 

図2-4 一般職業適性検査（GATB）の使用状況 

 

ワークサンプル幕張版（MWS）は、図2-5のような

使用状況であった。多くは、「全く使用せず」（55.2％）

と回答されていた。 

 

 

図2-5 ワークサンプル幕張版（MWS）の使用状況 

 

自閉スペクトラム症の人の移行アセスメントプロフ

ィール（TTAP）は、図2-6のような使用状況であった。

多くは、「全く使用せず」（79.3％）と回答されていた。 
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図2-6 自閉スペクトラム症の人の移行アセスメントプロフィール（TTAP）の使用状況 

 

就労支援のためのチェックリストは、図2-7のような

使用状況であった。他のツールと異なり、「全く使用せ

ず」は31.0％にとどまり、「時々使用」が39.7％と回答

されていた。 

 

 

図2-7 就労支援のためのチェックリストの使用状況 

 

 その上で、機関独自の就労アセスメントツールにつ

いては、図2-8の使用状況であった。多くの機関は機関

独自の就労アセスメントツールを使用していない

（71.3%）状況であった。 
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図2-8 機関独自のアセスメントツールの使用状況 

 

 

2.3.3. 就労アセスメントの実施方法 

 2018年度において就労アセスメントを実施したと回

答した機関に対して、就労アセスメントの実施方法を

最大2つまで選択して頂いた。結果、各障害に対する就

労アセスメントの実施方法は、図2-9の通りであった。 

 知的障害、発達障害、発達障害、その他障害と比較し、

精神障害において就労アセスメントの実施方法の違い

が確認できた。「対象者、家族、関係者等への面接」が

3 割程度実施されている一方で、精神障害においては、

それは3.7％と割合が少ない状況であった。 

 

  

図2-9 障害毎の就労アセスメントの実施方法 
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また、この就労アセスメントの実施理由については、

図2-10の通りであった。3～5割程度の機関において、

「アセスメントをする上で有効であるため」と回答さ

れている一方で、自機関の方法として一般的及び他の

ツール等を実施することができないとの回答も見られ

た。 

 

 

図2-10 障害毎の就労アセスメントの実施理由 

 

2.3.4. 就労アセスメントの実施目的 

回答のあった44機関に対し、就労アセスメントの実

施目的を最大２つ、その後、「実施されているので該当

なし」又は必要性は感じているが未実施の目的を最大

２つまで選択を頂いた。 

まず知的障害者における実施目的と未実施目的の結

果は、図2-11の通りであった。ちなみに、実施できて

いるので問題ないと回答した機関は、12 機関であり

14.8％に過ぎなかった。「作業態度・作業遂行力」及び

「対人対応、社会生活面」の把握を目的とする一方で、

「日常生活の状況」及び「自己理解の状況」の把握に課

題が見られた。 
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図2-11 知的障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

精神障害者における実施目的と未実施目的の結果は、

図2-12の通りであった。ちなみに、実施できているの

で問題ないと回答した機関は無かった。「作業態度・作

業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握を目的

とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の中での

状況」の把握に課題が見られた。 

 

 

図2-12 精神障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

発達障害者における実施目的と未実施目的の結果は、

図2-13の通りであった。ちなみに、実施できているの

で問題ないと回答した機関は無かった。「作業態度・作

業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握を目的

とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の中での

状況」の把握に課題が見られた。 
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図2-13 発達障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

身体障害者における実施目的と未実施目的の結果は、

図2-14の通りであった。ちなみに、実施できているの

で問題ないと回答した機関は無かった。「作業態度・作

業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握を目的

とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の中での

状況」の把握に課題が見られた。 

 

 

図2-14 身体障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

その他障害者における実施目的と未実施目的の結果

は、図2-15の通りであった。ちなみに、実施できてい

るので問題ないと回答した機関は無かった。「作業態

度・作業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握

を目的とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の

中での状況」、「自己理解の状況」の把握に課題が見られ

た。 
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図2-15 その他障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

2.3.5. 就労アセスメントの実施効果 

回答のあった44機関に対し、就労アセスメントの実

施効果について複数選択で回答を求めた。結果、就労ア

セスメントの実施効果は図2-16の通りであった。 

その実施効果として、第一に「支援対象者にとって必

要な配慮事項を整理することができた」が挙げられた。

次いで、知的障害者は「支援対象者の伸びしろを把握で

きた」及び「一般就労等に向けた見通しをもつことがで

きた」、精神障害者及び身体障害者は「支援対象者のニ

ーズを整理することができた」、発達障害者及びその他

障害者は「一般就労等に向けた見通しをもつことがで

きた」及び「支援者（支援機関）間での協力体制が促進

された」であった。 
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図2-16 就労アセスメントの実施効果 

 

2.3.6. 就労アセスメントの実施上の課題 

 就労アセスメントの実施上の課題について該当する

項目の選択を一つ求めた。その結果は、図2-17の通り

である。課題無しの認識はいずれの障害においても2割

程度であった。その上で、「アセスメント実施のための

マンパワー面（人員体制・実施時間の確保など）の不足」

及び「アセスメント実施のための環境面（スペースやツ

ールなど）の不足」が課題として多く挙げられた。 
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図2-17 就労アセスメントの実施上の課題 
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2.4. 考察 

2.4.1. 支援の見立てに向けての情報の統合 

 就・生センターに対する実態調査では、近年就職件数

等が増加している精神障害者及び発達障害者の支援頻

度が高まっている状況が確認できた。次に、就労アセス

メントの実施内容については、必ずしもアセスメント

ツールを使用しているわけではなく、相談場面を中心

とした聞き取りや企業実習等による観察評価がおもに

実施されていた。このような実態を踏まえると、「得ら

れた情報が就労支援においてどのような意味を持つの

か」や「本人のニーズを踏まえた際にどのような支援制

度を用いるのか」といったように、アセスメントから得

られた情報を統合することが実践上は必要となってい

ると考えられる。 

これはいわば、支援者の「見立て」の確立が重要とい

うことである。この「見立て」は臨床心理学分野におい

てよく用いられる用語であるが、職リハの実践場面で

もしばしば使用される。土居（1992）は、見立てを「こ

こでいう診断とは単に分類のためにレッテルをはるこ

とではない。そうではなく、患者の病状を正しく把握し、

患者と環境の相互作用を理解し、どの程度まで病気が

生活の支障となっているかを読み取ることである」と

解説している。職リハにおいては、就労支援の今後の支

援や支援の方法、大まかな個別の支援計画といったも

のの見通しといったような意味合いで用いることがで

きる。就労アセスメントで得られた情報の統合とは、就

労支援の実践上は、この見立てということと同義であ

る。青山・岡田（2019）は、就・生センターに対する精

神障害者のアセスメント実践の質的向上に向けた調査

の分析の結果、業務に関する知識だけでなく、「批判的

思考態度」の育成が必要と結論づけている。この「批判

的思考態度」は実践における情報の取捨選択及び計画

立案に関連する態度であると考えられ、この見立てと

いう支援概念と同一のものであると考えられる。今後

の就労アセスメントの実施促進に向けては、この就労

支援における見立ての力を育成することが求められる

であろう。障害者の直接的就労支援に携わる障害者就

業・生活支援センターの支援者は、福祉関連の資格を所

持すること及び職場適応援助者（ジョブコーチ）などの

研修を受講し研鑽を積んでいる。その一方で、この見立

てという能力は、就労支援の実践の中に内包され、言語

化されにくいものである。そのため、単なる座学の知識

だけでは獲得することが難しく、一般的に実際の就労

支援をする中で経験的に獲得するものであると考えら

れる。そのため、事例検討やスーパービジョンといった

実践現場における研修のあり方の工夫が求められると

考えられる。このような研修のあり方は現段階で十分

であるとは言い難く、今後も検討していくことが必要

な課題であると考えられる。 

 

2.4.2. 連携を活用したアセスメント 

就労アセスメントの実施は、企業において働く際の

職場で必要とされる配慮事項の検討、個人に対する就

労支援の改善及び見通しの把握を可能とするといった

効果があることが明らかになった。このようなアセス

メントの効果がある一方で、就労アセスメントを通し

て達成できていない目的として「日常生活の状況」及び

「自己理解の状況」といった状況の把握が挙げられて

いた。就労アセスメントの更なる効果を高める上では、

職場適応のための支援の手立てや職務とのマッチング

の検討のための情報把握だけではなく、職業生活の維

持を目指した日常生活状況の把握といったアセスメン

トの幅を広げること、加えて、自分自身を理解し具体的

な支援や課題改善につなげるために必要とされる自己

理解の促進の観点を取り入れた効果的なフィードバッ

クをアセスメントの中で実施していくことが必要と考

えられる。特に、この自己理解の支援は、就労支援にお

いてはしばしば必要とされるものである（前原，2018；

前原，2019；前原・八重田，2019）。というのも、これ

は本人の主体性及び自己決定の促進につながるだけで

なく、職場適応に必要となる具体的な対応方法を明確

化することにつながるからである。このような観点か

ら就労アセスメントを実施していくことは、就労支援

にとって有効であると考えられる。しかし、このような

就労アセスメントを実施していく上では、実施上の課

題として挙げられたマンパワー不足やスペース及びツ

ールの確保といったことが実情としてある。このよう

な課題がある中で、就労アセスメントの効果をどのよ

うに上げていくかということを検討することが必要で

ある。ここで必要となる視点が、やはり多機関連携であ

る。多機関連携というと、既に多くの場面で必要性が指

摘されており目新しい視点ではない。しかし、その一方

で、必要性が多く指摘される一方で、職リハのような

様々な機関が交わる連携場面においては、その多機関

連携が実践上難しいのが実情ではないだろうか。前原

（2010）は、職リハにおける連携促進のための視点と
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して、個々の支援者の目的を共有することが必要とい

うことを指摘している。就労アセスメントは、支援の手

立てを検討するための情報収集の場であり、幅広く多

様な情報を得るということで目的の共有をし、連携の

ための方針を検討するという場につながる支援である。

よって、連携促進のきっかけになりやすいものである

と言える。このような多機関連携のためのきっかけと

して就労アセスメントを活用していくことが求められ

る。 
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